
平成 13年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 13年 4月 26日

上   場   会   社   名    沖電気工事株式会社 上場取引所 東

コード番号    1767 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 経理部長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　　平林　東來 TEL (03) 3740 - 2111
決算取締役会開催日　　平成 13年 4月 26日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 13年 6月 28日

１. 13年  3月期の業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 13年 3月 31日）
(1)経営成績 （記載金額は百万円未満切捨）

　　　　　売　　上　　高 　　　　  営　業　利　益 　　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年  3月期 39,336 10.2 141 △ 0.7 232 △ 0.1

12年  3月期 35,707 △ 5.2 142 △ 84.6 233 △ 76.5

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

13年  3月期 △ 1,923 - △ 174.90 - △ 16.6 0.8 0.6

12年  3月期 30 △ 92.6 2.75 - 0.2 0.8 0.7

(注)①期中平均株式数 13年  3月期    11,000,000 株　　　12年  3月期    11,000,000 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

13年  3月期 8.00 4.00 4.00 87 - 0.8

12年  3月期 8.00 4.00 4.00 88 291.1 0.7

（注）13年  3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　           -  円     銭、　特別配当　           -  円     銭

(3)財政状態
      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率  １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年  3月期 30,972 10,628 34.3 966.18

12年  3月期 28,940 12,603 43.5 1,145.77

（注）期末発行済株式数　13年  3月期       11,000,000　株　　　12年  3月期       11,000,000株

２. 14年  3月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 11,100 △ 420 △ 320 4.00 － －

通　　期 35,300 450 80 － 4.00 8.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   7 円 27 銭 



（沖電気工事） 

－個別 1－ 

 添 付 資 料  

 個 別 財 務 諸 表 等  

１．貸借対照表 （単位：百万円） 

当    期 
（平成 13 年 3 月 31 日現在） 

前    期 
（平成 12 年 3 月 31 日現在） 

増 減 年度別 
 
科 目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 

      
（ 資 産 の 部 ）   

％ 

  
％ 

 
Ⅰ 流 動 資 産         
現 金 預 金  ３，０１１   ２，４０６  ６０４ 

受 取 手 形  １，４１６   １，５９４  △   １７７ 

完 成 工 事 未 収 入 金  １５，５９１   １３，３４９  ２，２４１ 

有 価 証 券  １７９   ８７０  △   ６９０ 

自 己 株 式  ０   ―  ０ 

未 成 工 事 支 出 金  １，３２２   ２，７６１  △ １，４３８ 

材 料 貯 蔵 品   ９０   ８４  ５ 

前 払 費 用  ４１   ４０  １ 

繰 延 税 金 資 産   １６３   ８２  ８１ 

未 収 入 金  ７５   ３１９  △   ２４４ 

そ の 他 流 動 資 産  ６３   ９６  △    ３３ 

 貸 倒 引 当 金   △   ６３   △   ４３  △    １９ 

流 動 資 産 合 計   ２１，８９３ ７０．７   ２１，５６１ ７４．５  ３３２ 

Ⅱ 固 定 資 産         

１ 有 形 固 定 資 産        

建 物 ２，０００   １，９８２    

 減 価 償 却 累 計 額 △  ９４９ １，０５０  △  ８８９ １，０９３  △    ４２ 

構 築 物 ５０   ５０    

 減 価 償 却 累 計 額 △   ３４ １５  △   ３３ １６  △     １ 

機 械 装 置 ４   ４    

 減 価 償 却 累 計 額 △    ４ ０  △    ４ ０  ― 

車 両 運 搬 具  ２   ３    

 減 価 償 却 累 計 額 △    １ ０  △    ２ ０  △     ０ 

工 具 器 具 ・ 備 品 ３３９   ２７６    

 減 価 償 却 累 計 額 △  ２４０ ９９  △  ２４１ ３５  ６３ 

土 地  ３，５８１   ３，５８１  ― 

有 形 固 定 資 産 計  ４，７４７ １５．３   ４，７２７ １６．３  １９ 

２ 無 形 固 定 資 産        

ソ フ ト ウ ェ ア   ４７   ３６  １０ 

施 設 利 用 権   ２４   ２４  ０ 

無 形 固 定 資 産 計  ７２ ０．２  ６１ ０．２ １１ 

３ 投 資 等        

投 資 有 価 証 券   ８６４   ２８５  ５７８ 

関 係 会 社 株 式   ３０２   ３０２  ― 

出 資 金  ２４   ２５  △     ０ 

従 業 員 長 期 貸 付 金  ３５５   ３９８  △    ４２ 

長 期 滞 留 債 権   １５４   １３３  ２１ 

長 期 前 払 費 用   １１   ６  ５ 

繰 延 税 金 資 産   １，５１３   １４９  １，３６４ 

保 証 金  ３２６   ３４１  △    １４ 

保 険 積 立 金   ４３３   ４８３  △    ５０ 

会 員 権  ４４４   ５００  △    ５６ 

そ の 他 投 資 等   ９６   ９６  △     ０ 

 貸 倒 引 当 金   △  ２７０   △  １３３  △   １３６ 

投 資 等 計  ４，２５８ １３．８   ２，５９０ ９．０ １，６６８ 

固 定 資 産 合 計   ９，０７８ ２９．３   ７，３７９ ２５．５  １，６９９ 

資 産 合 計  ３０，９７２ １００．０  ２８，９４０ １００．０ ２，０３１ 

        

         



（沖電気工事） 

－個別 2－ 

        （単位：百万円） 
当    期 

（平成 13 年 3 月 31 日現在） 

前    期 

（平成 12 年 3 月 31 日現在） 
増 減 年度別 

 
科 目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 
      
（ 負 債 の 部 ）   

％ 

  

％ 

 
Ⅰ 流 動 負 債         

支 払 手 形  ２，８９５   ２，５７９  ３１６ 

工 事 未 払 金   １０，５４７   ９，５２３  １，０２４ 

一年内返済予定長期借入金   ０   ２  △     １ 

未 払 金  １０６   ５０  ５５ 

未 払 費 用  ８８２   ８０９  ７３ 

未 払 法 人 税 等   ８７   １６  ７０ 

未 払 消 費 税 等   ４０５   ２４４  １６０ 

未 成 工 事 受 入 金  １，２１４   ２，０８９  △   ８７４ 

預 り 金  １１１   ６１  ５０ 

前 受 収 益  ０   １  △     ０ 

完 成 工 事 補 償 引 当 金   ９   １１  △     ２ 

流 動 負 債 合 計   １６，２６２ ５２．５  １５，３９０ ５３．２ ８７２ 

Ⅱ 固 定 負 債         
長 期 借 入 金   ８   １３  △     ５ 

退 職 給 与 引 当 金  ―   ７７１  △   ７７１ 

退 職 給 付 引 当 金  ３，９１０   ―  ３，９１０ 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金   １３８   １４９  △      １０ 

長 期 預 り 保 証 金  ２４   １２  １１ 

固 定 負 債 合 計   ４，０８１ １３．２  ９４７ ３．３ ３，１３４ 

負 債 合 計  ２０，３４４ ６５．７  １６，３３７ ５６．５ ４，００６ 

      

（ 資 本 の 部 ）   

 

  

 

 
Ⅰ 資 本 金  ２，００１ ６．５  ２，００１ ６．９ ― 

Ⅱ 資 本 準 備 金  １，６００ ５．２  １，６００ ５．５ ― 

Ⅲ 利 益 準 備 金  １７３ ０．５  １６４ ０．６ ９ 

Ⅳ その他の剰余金         

１任 意 積 立 金        

 別 途 積 立 金  ８，０５０ ８，０５０  ８，０５０ ８，０５０  ― 

２
当 期 未 処 分 利 益 ・        
未 処 理 損 失 ( △ ) 

 △ １，２３４   ７８６  △ ２，０２１ 

そ の 他 の 剰 余 金 合 計   ６，８１５ ２２．０  ８，８３６ ３０．５ △ ２，０２１ 

Ⅴ その他有価証券評価差額金   ３６ ０．１  ― ― ３６ 

資 本 合 計  １０，６２８ ３４．３  １２，６０３ ４３．５ △ １，９７５ 

負 債 資 本 合 計  ３０，９７２ １００．０  ２８，９４０ １００．０ ２，０３１ 

        

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（沖電気工事） 

－個別 3－ 

２．損益計算書 （単位：百万円） 

当    期 

自 平成 12 年 4 月 1 日 

至 平成 13 年 3 月 31 日 

前    期 

自 平成 11 年 4 月 1 日 

至 平成 12 年 3 月 31 日 

増  減 
年度別 

 
 

科 目 金   額 比 率 金   額 比 率 金  額 比 率 
   ％   ％  ％ 
Ⅰ 完 成 工 事 高  ３９，３３６ １００．０  ３５，７０７ １００．０ ３，６２９ １０．２ 

         

Ⅱ 完 成 工 事 原 価  ３５，１４０ ８９．３  ３１，７５０ ８８．９ ３，３８９ １０．７ 
         

         

完成工事総利益  ４，１９６ １０．７  ３，９５６ １１．１ ２３９ ６．１ 
         

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  ４，０５４ １０．３  ３，８１３ １０．７ ２４０ ６．３ 
         

         

営 業 利 益  １４１ ０．４  １４２ ０．４ △     １ △ ０．７ 
         

Ⅳ 営 業 外 収 益         
         

受 取 利 息 ２０   ２１     
         

有 価 証 券 利 息 １８   １６     
         

受 取 配 当 金 １７   １８     
         

保 険 金 収 入 １７   ２     
         

地 代 家 賃 収 入 １３   １４     
         

そ の 他 ３０ １１６ ０．３ ５１ １２４ ０．４ △     ７ △ ６．４ 
         

         

Ⅴ 営 業 外 費 用         
         

支 払 利 息 ２   ―     
         

手 形 売 却 損 ６   ―     
         

支払利息割引料 ―   ８     
         

有価証券売却損 ―   １０     
         

登 録 免 許 税 ―   ４     
         

そ の 他 １６ ２５ ０．１ １１ ３４ ０．１ △     ８ △２５．７ 
         

         

経 常 利 益  ２３２ ０．６  ２３３ ０．７ △     ０ △ ０．１ 
         

Ⅵ 特 別 損 失         
         

固定資産除却損 ２   １     
         

投資有価証券売却損 ―   ０     
         

投資有価証券評価損 ４   ―     
         

ゴルフ会員権評価損 ５２   ―     
         

貸倒引当金繰入額 １２０   ―     
         

退 職 給 付 会 計 基 準 
変更時差異一括償却額 

３，２１４ ３，３９４ ８．６ ― １ ０．０ ３，３９３ ― 

         

         

税引前当期純利益・損失(△)  △ ３，１６１ △   ８．０  ２３１ ０．７ △ ３，３９３ ― 
         

法人税、住民税及び事業税 ２３４   ２８３     
         

法人税等調整額 △ １，４７２ △ １，２３７ △   ３．１ △           ８１ ２０１ ０．６ △ １，４３９ ― 
         

         

当期純利益・損失 ( △ )  △ １，９２３ △   ４．９  ３０ ０．１ △ １，９５４ ― 
         

前 期 繰 越 利 益  ７３７   ８０４  △           ６７  
         

中 間 配 当 額  ４３   ４４  △              ０  
         

利益準備金積立額   ４   ４  △              ０  
         

         

当 期 未 処 分 利 益 ・ 
未 処 理 損 失  ( △ ) 

 △ １，２３４   ７８６  △ ２，０２１  
         

 
 



（沖電気工事） 

－個別 4－ 

３．利益処分案 

  （単位：百万円） 
当    期 

自 平成 12 年 4 月 1 日 
至 平成 13 年 3 月 31 日 

前    期 

自 平成 11 年 4 月 1 日 
至 平成 12 年 3 月 31 日 

増  減 
年度別 

 
 
科 目 金   額 金   額 金  額 
    

 
当 期 未 処 分 利 益 ・ 
未 処 理 損 失 （ △ ） 

△ １，２３４ ７８６ △ ２，０２１ 

     
 任 意 積 立 金 取 崩 額    

    
別 途 積 立 金 取 崩 額   ２，０００ ―   ２，０００ 

    
    

計    ７６５ ７８６ △         ２１ 
    
これを次のとおり 
     処分いたします    

    
 利 益 準 備 金       ５ ５ ― 
    
 株 主 配 当 金      ４３ ４４ △           ０ 
 （ 普 通 配 当 ） （１株につき４円） （１株につき４円）  
    
 特 別 償 却 準 備 金 ３９ ― ３９ 
     
 次 期 繰 越 利 益 ６７６ ７３７ △     ６１ 
    

 
（注）中間配当を次のとおり実施しております。 

年度別 
 
項 目 

当    期 
自 平成 12 年 4 月 1 日 

至 平成 13 年 3 月 31 日 

前    期 
自 平成 11 年 4 月 1 日 

至 平成 12 年 3 月 31 日 

   
 実 施 日 平成 12 年 12 月 8 日 平成 11 年 12 月 10 日 

   
 中 間 配 当 額 ４３百万円 ４４百万円 

 （ 普 通 配 当 ） （１株につき４円） （１株につき４円） 

   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（沖電気工事） 

－個別 5－ 

重要な会計方針 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 
その他有価証券 
時価のあるもの  決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 
時価のないもの 移動平均法による原価法 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
未成工事支出金 個別法による原価法 
材料貯蔵品 総平均法による原価法 

３．固定資産の減価償却の方法 
有形固定資産 定率法 

  ただし、平成 10 年度の税制改正以降取得した建物（建

物附属設備を除く）については、定額法を採用しており

ます。 
無形固定資産 定額法 

  なお、自社利用ソフトウェアについては、社内における
利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しておりま

す。 
長期前払費用  法人税法の規定と同一の基準による定額法によってお

ります。 
４．引当金の計上基準 
貸倒引当金  一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。 
完成工事補償引当金  完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、法人税法

の規定による限度相当額（法定繰入率）を計上しており

ます。 
退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 
  なお、会計基準変更時差異（3,214 百万円）については、

期首において一括費用処理しております。 

役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく期末要
支給額を計上しております。 

５．完成工事高の計上基準 
工事完成基準によっておりますが、長期大型（工期が 24 ヵ月を超え、請負金額が 2 億円超）

の工事については、工事進行基準によっております。 
なお、工事進行基準によった完成工事高は、1,856 百万円であります。 

６．リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
７．消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。 
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－個別 6－ 

追 加 情 報 
１．退職給付会計 
当期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成 10 年 6 月 16 日））を適用しております。 

これに伴い、従来の方法によった場合と比べ、退職給付費用は 3,140 百万円多く、経常利益

は 78 百万円多く、税引前当期純損失は 3,136 百万円多く計上されております。 

２．金融商品会計 
当期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成 11 年 1 月 22 日））を適用し、有価証券の評価の方法、貸倒引当金の計上基準、

手形割引による割引料、ゴルフ会員権の評価の方法について変更しております。 

これに伴い、従来の方法によった場合と比べ、営業利益は 7 百万円少なく、経常利益は 15 百

万円少なく、税引前当期純損失は 154 百万円多く計上されております。 

また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、その他有価証券に含まれている債

券のうち 1 年内に満期の到来するものは流動資産の有価証券として、それら以外は投資有価証

券として表示しております。これにより、有価証券から投資有価証券へ 224 百万円振替えてお

ります。 

なお、前期において「支払利息割引料」に含めておりました手形割引料は 6 百万円でありま

す。 

 

注 記 事 項 
 
（貸借対照表関係）  当  期   前  期  
１．関係会社に対する金額 
完成工事未収入金 5,009 百万円 ― 

受取手形及び完成工事未収入金 ― 4,230 百万円 

支払手形 1,066 百万円 550 百万円 

工事未払金 2,422 百万円 2,393 百万円 
２．受取手形割引高 890 百万円 616 百万円 

３．期末日満期手形 
当期末日が休日（金融機関の休日）につき、期末日満期手形を交換日に入・出金の処理をする

方法によっております。当期末日満期手形の金額は、次のとおりであります。 
割引手形 239 百万円 

４．配当制限 
有価証券の時価評価により、純資産額が 36 百万円増加しております。 
なお、当該金額は商法第 290 条第 1 項第 6 号の規定により、配当に充当することが制限されて

おります。 
 

（損益計算書関係）  当  期   前  期  
１．関係会社との取引にかかる金額 
完成工事高 8,274 百万円 ― 
受取配当金 12 百万円 ― 

地代家賃収入 12 百万円 14 百万円 

その他の営業外収益 ― 18 百万円 

２．一般管理費に含まれる研究開発費 132 百万円 85 百万円 

 
 
 
 
 
 
 
 



（沖電気工事） 

－個別 7－ 

（リース取引関係） 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

  当  期   前  期  
車 両 運 搬 具        
 取得価額相当額 11 百万円 16 百万円 

 減価償却累計額相当額 7 百万円 10 百万円 

 期末残高相当額 3 百万円 6 百万円 

工具器具・備品 
 取得価額相当額 351 百万円 400 百万円 

 減価償却累計額相当額 184 百万円 190 百万円 

 期末残高相当額 167 百万円 209 百万円 

 合   計  
 取得価額相当額 362 百万円 416 百万円 

 減価償却累計額相当額 192 百万円 200 百万円 

 期末残高相当額 170 百万円 216 百万円 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

２．未経過リース料期末残高相当額 
  当  期   前  期  
 １  年  内 72 百万円 77 百万円 

 １  年  超 98 百万円 138 百万円 

  合   計 170 百万円 216 百万円 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

３．支払リース料、減価償却費相当額 
  当  期   前  期  
 支払リース料 82 百万円 91 百万円 

 減価償却費相当額 82 百万円 91 百万円 

４．減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
 

（有価証券関係） 
当期（平成 13 年 3 月 31 日現在） 
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

 
 
 

 役 員 の 異 動  

 
未定であります。 
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